「韓国併合」100年市民ネットワーク（仮称）

「反省と和解の市民宣言運動」（仮称）発起人になってください！

　私たちは、いわゆる「韓国併合」100年を２年後に控えて、日本と朝鮮半島の真の友好と未来を切り開くために、「反省と和解の市民宣言運動」を開始し、これを日本人と在日コリアンの皆さんによって、また、日韓両国の市民運動・市民社会と広く連帯して、展開したいと考えます。

運動の趣旨

　日本は、いわゆる「韓国併合条約」を強要し、1910年（明治43年・隆煕4年）８月29日から35年間、朝鮮半島を植民地としました。２年後の2010年でちょうど100年の節目を迎えます。私たちは、日本と朝鮮半島に暮らす人々がこの100年の歴史をふまえて、相互に深い信頼の関係によって結びつくこと、この信頼の下で、これまでの国家の論理を超え、人類の普遍的な価値に基づく国際連帯の市民社会を創造すること、これを東アジアで実現することを目指すべきであると考え、今から、「韓国併合」100年の「反省と和解の市民宣言運動」を日韓両国で展開したいと思います。
私たち「反省と和解の市民宣言運動」の発起準備委員は、次の３点を提起します。

１．　私たちは、日本が朝鮮半島を植民地支配した歴史を顧みて、その中で、無数の被害者が生まれたにもかかわらず、そのほとんどが正当な調査や補償を受けられないままになっていること、この事実が日本と朝鮮半島に暮らす人々の間で真の友好・信頼関係の構築を妨げてきたと考えます。私たちは、こうした日本による植民地支配の罪責を謝罪し、この歴史責任を果たし、日本と朝鮮半島の和解を進めることを誓います。このために、日本の市民の皆さんに対して、「韓国併合」の歴史責任を果たすこの運動への積極的な参加と支持を呼びかけます。

２．　私たちは、在日コリアンおよび朝鮮半島に生きる人々に対して、こうした私たちの考えを理解していただくことを期待します。その上で、信頼と友情を築き、手を取り合って、この東アジアに平和・人権・民主主義にもとづく社会を築くために、ともに貢献したいと念願しています。21世紀を「信頼と希望の世紀」として創造しましょう。
３．　私たちは、上記２点に賛同するすべての個人、団体に対して、この運動の発起人・発起団体となり、周囲に呼びかけて、この運動を大きく育ててくださるようお願いします。個人として、仲間同士で、あるいは、団体として、さまざまな企画・行動を組織し、実行してくださるようお願いします。このために、この運動への意見、支持・協力・参加の表明をお願いします。特に、韓国・朝鮮と日本の人々が直接会って、交流し、共に行動する企画を立てて、これを実行してほしいと思います。
私たちは、北海道から沖縄まで、そして、海を渡って、この運動が展開され、和解と連帯の21世紀を共に切り開いていくことを願い、行動するものです。
強い危機感
　私たちは、21世紀の日本の針路と日韓・日朝関係について、強い危機感を抱いています。植民地支配の責任は、1995年村山首相（当時）による「戦後50周年の終戦記念日にあたって」（村山談話）以来、政府も基本的に認めています。1998年の小渕首相と金大中大統領（いずれも当時）による「日韓共同宣言－21世紀に向けた新たな日韓パートナーシップ-」、また2002年の小泉首相（当時）と金正日国防委員長による「日朝平壌宣言」でも、日本の首相は「植民地支配によって、韓国・朝鮮の人々に多大の損害と苦痛を与えたという歴史の事実を謙虚に受け止め、痛切な反省と心からのお詫びの気持ちを表明」しています。上記「村山談話」ではさらに、「わが国は、深い反省に立ち、独善的なナショナリズムを排し、責任ある国際社会の一員として国際協調を促進」すると誓っています。

　ところで、その後、政府は果たして、「痛切な反省」をしてきたと言えるでしょうか。むしろ「独善的なナショナリズム」を強めてきたのではないでしょうか。その結果として、韓国・朝鮮を始め、アジア諸国との「国際協調」は悪化する一方です。
日朝関係を見ても、「日朝平壌宣言」で国交交渉を明記したにもかかわらず、「拉致問題」を契機に、世論が被害者感情に陥り、問題を日本と朝鮮半島の歴史の中に大きく位置づけて、解決にあたる姿勢と視点を見失ってしまいました。その結果、「拉致問題」自体の進展もなくなり、「日朝間の不幸な過去を清算し、懸案事項を解決し、実りある政治、経済、文化的関係を樹立する」（日朝平壌宣言）こととはほど遠い事態となりました。
　「拉致問題」がそうであるように、朝鮮人被害者の問題も、国家的暴力によって発生したのであり、人命・人権尊重の視点から解決されるべき問題です。例えば、1923年関東大震災の際の朝鮮人虐殺事件は、平時に、首都・東京で起きた大事件であるにもかかわらず、真相は未だ闇に葬られたままです。戦時中、労働力として日本各地に動員され、強制労働のあげくに、死を遂げた多くの朝鮮人の死因も明らかになっていません。このような例は数多くあります。しかし、日本社会には今なお、こうした事実を知らない、知ろうとしない現状があります。歴史を知らないからこそ、在日コリアンは戦後も、筆舌に尽くしがたい民族差別を受けてきました。日本と朝鮮半島の歴史事実を明らかにすること、その事実認識の上で、こうした歴史的な「過去の克服」が現在と未来を切り開くために不可欠です。
一方、韓国では1987年の民主化開始とともに、独裁政権時代の諸問題を始め、植民地時代、朝鮮戦争期に闇に追いやられていた諸問題に真相糾明のメスが入り、被害者救済など、多くの進展をみました。まだまだ多くの課題を残しており、韓国においても、「韓国併合」以来の歴史事実、また、戦後史の調査・糾明はいまだ道半ばと言えますが、過去を振り返ろうとしない日本とは好対照をなしています。
　21世紀の日本と韓国・朝鮮の未来を創造するためには、何が起きたか、何が知られずに放置されてきたか、未解決のままになっているのか、こうした20世紀の歴史を広く知り、これを伝える必要があります。「韓国併合」100年はその最大の機会です。
日本と韓国、そして東アジアへ
　「反省と和解の市民宣言運動」は、日韓両国で、人々自身の手による人間的で、社会的な運動として、展開したいと思います。日韓間では、すでに多様な形で、たくさんの市民ネットワークがあります。それぞれの運動はその独自性を保ちながら、共通の争点が生まれた時、これに機敏に反応し、連携する。この基盤とエネルギーを創り出すことが21世紀の市民社会運動の鍵であると思います。今回の「反省と和解の市民宣言運動」は、これまで政治や社会運動に無関心だった人も含めて、心ある人なら誰もが、各々の思想や価値観、所属や組織、地域などの条件を乗り越えて、未来を展望して大きく結集する運動です。

日本においてこの運動が、日韓の間で活躍してきた市民ネットワークはもちろんのこと、さまざまな社会運動の横のつながりが大きく進展する契機となり、また、韓国からもこれに呼応する動きが生まれることを期待します。
日本は地域で地道に展開する運動の底力があり、韓国は地域の基盤は弱くても、全国的ネットワークが形成され、社会的に大きな力を発揮しています。私たちは、日韓それぞれの運動が相互に補完しあいながら、共通の目標の下、連帯し、日韓の市民による国際連帯の市民社会の形成を目指したいと思います。そして、私たちが暮らすこの東アジアを、友好と信頼による新しい創造の空間にしていきたいと希望します。
「韓国併合」100年市民ネットワーク
日本での展開と日韓連携のために、情報センターの機能を担う組織として、「韓国併合」100年市民ネットワーク（仮称。略称「100年ネット」）を立ち上げたいと思います。私たちの提起を理解し、受け止めてこの運動の発起人になっていただくようお願いいたします。
　発起人受諾のお申し込み、その他のお問い合わせ先は当分、下記のＥメールだけとなります。「韓国併合」100年市民ネットワーク（仮称）nikkan100net@hotmail.co.jpへ。

発起人受諾の際は、氏名、住所、電話、メールアドレス、表記希望する肩書、紹介者の氏名を明記の上、できれば、運動参加の弁も含めてお書きお願いします。
また、ご自分のネットワークをフル稼働して、新たな発起人を掘り起こしてくださるようよろしくお願いいたします。
　　
　　　　　　　2008年７月27日

「韓国併合」100年市民ネットワーク（仮称）発起準備委員


青水　司（大阪経済大学教授）浅賀光平（真宗大谷派僧侶）浅野健一（同志社大学教授）池内　了（京都自由大学学長、総合研究大学院大学教授）石川康宏（神戸女学院大学教授）稲荷明古（旧日本軍性奴隷問題の解決を求める全国同時企画・京都実行委員）井上茂樹（編集者）岩佐英夫（弁護士）大久保史郎（立命館大学教授）大須賀護（東本願寺出版部）大八木賢治（子どもと教科書京都ネット事務局長）岡田卓己（韓国啓明文化大学招聘教授）長志珠絵（神戸市外国語大学准教授）嚴　敞俊（京都自由大学前事務局長）勝村　誠（立命館大学教授）神谷雅子（京都自由大学副学長、京都シネマ代表）河村吉宏（京都自由大学運営委員）川本幸立（千葉県議、市民ネットワーク千葉県）木瀬慶子（憲法９条－世界へ未来へ連絡会事務局）桔川純子（日本希望製作所事務局長）倉田　玲（立命館大学准教授）佐藤直己（トランセンド研究会会員）重本直利（NPO法人京都自由大学事務局長、龍谷大学教授）鈴木金雪（フライス工）鈴木富久（桃山学院大学教授）関本みな子（日韓協同制作公演－『夜空』実行委員会代表）宋　富子（高麗博物館名誉館長）滝沢秀樹（大阪商業大学元教授）竹内真澄（NPO法人京都自由大学理事長、桃山学院大学教授）鄭　甲寿（ワンコリアフェスティバル実行委員長）中山武敏（弁護士）永澄憲史（京都新聞記者）西村育三（無職）西村秀樹（ジャーナリスト）河　礼子（在日大韓基督教全国教会女性連合会副会長）波佐場清（元朝日新聞編集委員）馬頭忠治（鹿児島国際大学教授）菱木一美（広島修道大学名誉教授）深津真澄（政治ジャーナリスト）藤田　悟（京都自由大学事務局長）裵重度（神奈川人権センター副理事長）水腰みな（酒房経営）文　京洙（立命館大学教授）森　優（立命館大学学生）安川寿之輔（名古屋大学名誉教授、不戦兵士・市民の会副理事長）矢野秀喜（強制連行・企業責任追及裁判全国ネットワーク事務局長）山西万三（ＮＰＯ法人京都社会文化センター理事長、大阪経済大学非常勤講師）
（以上、47名。50音順）
当面の日程
８月29日（金）　発起人による第1回準備会議を開催。
９月からは団体入会を募る。第2回準備会議を開催（日程・場所未定）。
10月25日（土）　100年ネット設立総会および記念シンポジウム開催
（龍谷大学深草学舎３号館301号教室、京都市伏見区）。
※発起人によるＭＬ（メーリングリストnikkan100net@yahoogroups.jp）を運営しています。さまざまな討論の場、情報提供の場としてご利用ください。
※発起人にはおよそ一口5,000円（定職者は2口以上。未成年者、学生、無職者は一口1,000円で任意）のカンパを要請しています。郵便振替口座は、口座番号00970-4-142241、口座名称は「韓国併合」100年市民ネットワーク（振込み人側の手数料負担）です。
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